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一般財団法人デジタル文化財創出機構 定款 

 

第１章 総 則 

（名称） 

第１条 当法人は、一般財団法人デジタル文化財創出機構と称する。 

（主たる事務所） 

第２条 当法人は、主たる事務所を東京都文京区に置く。 

（目的） 

第３条 当法人は、文化財のデジタル化と公開による世界レベルの文化情報発信と交流に

寄与することを目的とし、その目的に資するため、次の事業を行う。 

⑴ 文化財関係者、研究者等と連携し、文化財のデジタル情報の取得・保存・公開

を推進する事業 

⑵ 文化財のデジタル情報の取得・保存・公開における国際協調関係の構築を推進

する事業 

⑶ その他前各号に関連する事業 

（公告） 

第４条 当法人の公告は、官報に掲載する方法により行う。 

 

第２章 財産及び会計 

（設立者の氏名及び住所並びに拠出する財産及びその価額） 

第５条 設立者の氏名及び住所並びに当法人の設立に際して設立者が拠出する財産及びそ

の価額は、次のとおりである。 

設立者 凸版印刷株式会社 

住 所 東京都台東区台東一丁目５番１号 

拠出財産及びその価額 現金３００万円 

（事業年度） 

第６条 当法人の事業年度は、毎年４月１日から翌年３月３１日までの年 1 期とする。 

 

第３章 評議員及び評議員会 

第１節 評議員 

（評議員） 

第７条 当法人に、評議員３名を置く。 

（選任及び解任） 

第８条 評議員の選任及び解任は、評議員選考委員会において行う。 

  ２．評議員選考委員会の委員構成、評議員選考方法およびその他運営の細則について

は、別に定めるものとする。 
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（任期） 

第９条 評議員の任期は、選任後４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する

定時評議員会の終結の時までとする。 

２ 任期の満了前に退任した評議員の補欠として選任された評議員の任期は、前任者

の任期の残存期間と同一とする。 

（報酬等） 

第１０条 評議員は、無報酬とする。ただし、評議員には、その職務を行うために要する

費用の支払をすることができる。 

 

第２節 評議員会 

（権限） 

第１１条 評議員会は、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律（以下「一般法人法」

という。）に規定する事項及びこの定款に定める事項に限り決議する。 

（開催） 

第１２条 定時評議員会は、毎事業年度終了後３か月以内に開催し、臨時評議員会は、必

要に応じて開催する。 

   ２．評議員会は、法令に別段の定めがある場合を除き、代表理事が招集する。 

（議長） 

第１３条 評議員会の議長は、評議員会において、出席した評議員の中から選出する。 

（決議） 

第１４条 評議員会の決議は、議決に加わることのできる評議員の過半数が出席し、その

評議員の過半数をもって行う。 

２ 一般法人法第１８９条第２項の決議は、議決に加わることのできる評議員の３

分の２以上に当たる多数をもって行う。 

（議事録） 

第１５条 評議員会の議事については、法令で定めるところにより議事録を作成する。 

 

第４章 役員及び理事会 

第１節 役 員 

（役員） 

第１６条 当法人に、次の役員を置く。 

理事 5 名 

監事１名 

（選任等） 

第１７条 理事及び監事は、評議員会において選任する。 

   ２ 理事のうち１名を代表理事とする。 
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３ 監事は、当法人又はその子法人の理事又は使用人を兼ねることができない。 

（任期） 

第１８条 理事の任期は、選任後２年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する

定時評議員会の終了の時までとする。 

２ 監事の任期は、選任後４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する

定時評議員会の終了の時までとする。 

３ 任期の満了前に退任した理事又は監事の補欠として選任された理事又は監事の

任期は、前任者の任期の残存期間と同一とする。 

（解任） 

第１９条 理事又は監事が次の一に該当するときは、評議員会において解任することがで

きる。ただし、監事を解任する場合は、議決に加わることのできる評議員の３

分の２以上に当たる多数の決議に基づいて行わなければならない。 

⑴ 職務上の義務に違反し、又は職務を懈怠したとき。 

⑵ 心身の故障のため、職務の執行に支障があり、又はこれに堪えないとき。 

（報酬等） 

第２０条 理事及び監事の報酬、賞与その他の職務執行の対価として当法人から受ける財

産上の利益は、評議員会の決議によって定める。 

 

第２節 理事会 

（権限） 

第２１条 理事会は、この定款に別に定めるもののほか、次の職務を行う。 

⑴ 当法人の業務執行の決定 

⑵ 理事の職務の執行の監督 

⑶ 代表理事の選定及び解職 

（招集） 

第２２条 理事会は、法令に別段の定めがある場合を除き、代表理事がこれを招集する。 

２ 理事会の招集通知は、会日の５日前までに各理事及び監事に発する。ただし、

緊急の必要があるときは、この期間を短縮することができる。 

３ 理事及び監事の全員の同意があるときは、招集の手続を経ないで理事会を開催

することができる。 

（議長） 

第２３条 理事会の議長は、代表理事がこれに当たる。 

（決議） 

第２４条 理事会の決議は、この定款に別段の定めがあるもののほか、議決に加わること

ができる理事の過半数が出席し、その過半数をもって行う。 
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（理事会の決議の省略） 

第２５条 理事が理事会の決議の目的である事項について提案をした場合において、当該

提案につき理事（当該事項について議決に加わることができるものに限る。）の

全員が書面又は電磁的記録により同意の意思表示をしたとき（監事が当該提案

について異議を述べたときを除く。）は、当該提案を可決する旨の理事会の決議

があったものとみなす。 

（議事録） 

第２６条 理事会の議事については、法令で定めるところにより議事録を作成し、出席し

た理事及び監事は、これに署名若しくは記名押印又は電子署名しなければなら

ない。 

 

第５章 定款の変更及び解散等 

（定款の変更） 

第２７条 この定款は、評議員会において、議決に加わることのできる評議員の３分の２

以上に当たる多数の決議によって変更することができる。 

２ 当法人の目的についても同様とする。 

（解散） 

第２８条 当法人は、基本財産の滅失その他の事由による当法人の目的である事業の成功

の不能その他法令で定めた事由によって解散する。 

（残余財産の帰属等） 

第２９条 当法人が解散する場合において有する残余財産は、評議員会の決議により、国

もしくは地方公共団体、公益社団法人、公益財団法人または公益法人認定法  

第５条第１７号イからトまでに掲げる法人に帰属するものとする。 

   ２ 当法人は、剰余金の分配を行わない。 

 

第６章 補則 

（委任） 

第３０条 この定款に定めるものの他、事務局、研究会、賛助会員等、当法人の運営に必

要な組織を設ける場合には、理事会の決議により別に定める。 

 

第７章 附 則 

（設立時評議員） 

第３１条 当法人の設立時評議員は、次のとおりとする。 

設立時評議員 足立健司 樺山紘一 吉見俊哉 
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（設立時役員） 

第３２条 当法人の設立時理事、設立時代表理事及び設立時監事は、次のとおりとする。 

設立時理事 青柳正規 池内克史 金子啓明 本田牧雄 

設立時代表理事 本田牧雄 

設立時監事 黒部 隆 

（最初の事業年度） 

第３３条 当法人の最初の事業年度は、当法人成立の日から平成２３年３月３１日までと

する。 

（法令の準拠） 

第３４条 本定款に定めのない事項は、すべて一般法人法その他の法令に従う。 

 

 

以上、一般財団法人デジタル文化財創出機構の設立のためこの定款を作成し、記名押印す

る。 

 

平成２4 年５月１８日 

 

一般財団法人デジタル文化財創出機構 

代表理事 本田牧雄 

 


